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地域密着型介護老人福祉施設サービス 

モス・コーラ特別養護老人ホーム 運営規程 
 
第一章 総則 

 

（事業の目的）                                     

第１条 社会福祉法人平成福祉会が運営するモス・コーラ特別養護老人ホーム（以下「施

設」という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項

を定め、要介護状態となった高齢者に対し適正な地域密着型介護老人福祉施設

サービス（以下「施設サービス」という。）の提供をすることを目的とする。 

 

（施設の目的及び運営方針） 

第２条 施設は、入所者一人一人の意思及び人格を尊重し、施設サービス計画に基づき、

その居宅における生活への復帰を念頭において、入所前の居宅における生活と

入所後の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて入

所者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援すること

をめざすものとする。 

2 施設は、地域や家庭との結びつきや交流を重視した運営を行い、市町村、居宅

介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設その他の保健医療サ

ービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めるものとする。 

 

（施設の名称等） 

第３条 事業を行う施設の名称及び所在地は、次の通りとする。 

名称   モス・コーラ特別養護老人ホーム 

所在地    新潟県小千谷市大字桜町３１４６番地２ 

 

（利用定員） 

第４条  施設は、その利用定員を２９名とする。 

ユニット数 ３ （全室個室 Мﾕﾆｯﾄ 9 名、Оﾕﾆｯﾄ 10 名、Ｓﾕﾆｯﾄ 10 名） 

2 施設は、災害その他やむを得ない事情がある場合を除き、入所定員及び居室の

定員を超えて入所させないものとする。 

 

第二章 人員 

 

（職員の職種・員数及び職務の内容） 

第５条 施設に勤務する職種・員数及び職務の内容は次のとおりとする。 

1 管理者 1 名 

   管理者は、理事長の命を受け、施設の業務を統括し、職員を指導監督する。 
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2 医師 1 名 

   医師の職務は、入所者の診療・健康管理及び保健衛生指導とする。 

3 生活相談員 1 名 

   生活相談員の職務は、入退所に於ける面接手続き事務等と入所者の処遇に関す

ること、苦情や相談等に関することとする。 

4 介護及び看護職員（入所者の数が３又はその端数を増すごとに１名以上） 

   介護及び看護職員の職務は、介護職員は入所者の日常生活の介護・指導・相談

及び援助とし、看護職員は入所者の診療の補助及び看護並びに入所者の保健衛

生管理とする。 

5 栄養士 1 名  

   栄養士の職務は、献立作成等を行い給食委託業者との調整を行うこととする。 

6 機能訓練指導員 1名  

   機能訓練指導員の職務は、入所者の機能訓練に関することと、それに伴う介護

職員への指導などを行うこととする。 

7 介護支援専門員 1名 

   介護支援専門員の職務は、入所者の要介護申請や調査に関すること、施設サー

ビス計画の作成等、入所者やその家族の苦情や相談に関すること、他のサービ

ス事業者や支援事業者との折衝、地域住民への相談業務などとする。 

 

第三章 設備 

 

（設備及び備品等） 

第６条 居室 

   入所者の居室は全室個室とする。居室には、ベッド・洗面を備品として備える。 

第７条 共同生活室 

   共同生活室は、当該ユニットの入所者および家族が交流し、共同で日常生活を

営むための場所としてふさわしい形状を有する。 

第８条 調理室 

   火気を使用する部分は、不燃材料を用いる。 

第９条 医務室 

   施設は、入所者の診療・健康管理等のために、医療法に規定する診療所を設け

る。医務室には、入所者を診療するために必要な医薬品及び医療器具を備える。 

第 10 条 浴室 

    浴室は、居室のあるユニットごとに設ける。入所者が使用し易いよう一般浴

槽の他に特殊浴槽を設ける。 

第 11 条 便所設備 

    便所設備は各ユニットに２ヶ所ずつ設ける。 
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第 12 条 事務室 

  事務室には、机・椅子や書類等保管庫など必要な備品を備える。 

第 13 条 その他の設備 

    その他の設備として、洗濯室・汚物処理室・介護材料室・相談室・会議室・

エレベーター・避難用階段などを設ける。 

 

第四章 運営 

 

（内容及び手続きの説明と同意） 

第 14 条 施設は、施設サービスの提供の開始に際しては、予め利用申込者又はその家

族に対し、運営規程の概要・従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサー

ビスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を

行い、当該提供の開始について利用申込者またはその家族の同意を得ること

とする。 

 

（受給資格等の確認） 

第 15 条 施設は、施設サービスの提供を求められた場合は、その者の提示する介護保

険被保険者証によって、被保険者資格・要介護認定の有無および要介護認定

の有効期間を確認することとする。 

2 施設は、前項の介護保険被保険者証に認定審査会意見が記載されている時は、

当該認定審査会意見に配慮して、施設サービスを提供するように努めること

とする。 

 

（稼働日） 

第 16 条 施設の利用可能な日は毎日とする。休日についてはこれを設けない。 

 

（入退所） 

第 17 条 入所 

    施設は、身体上または精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、

かつ居宅においてこれを受ける事が困難な者に対し、施設サービスを提供す

る。 

2 施設は、正当な理由なく施設サービスの提供を拒まない。 

  3 施設は、利用申込者が入院治療を必要とする場合やその他利用申込者に対し

適切な便宜を供与することが困難である場合は、適切な病院若しくは診療所

又は介護老人保健施設を紹介するなどの適切な措置を速やかに講ずることと

する。 

  4 施設は、利用申込者の入所に際しては、その者の心身の状況や病歴等の把握
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に努める。 

 

第 18 条 退所 

   施設は、その心身の状況、その置かれている環境等に照らし、居宅において

日常生活を営むことができると認められる入所者に対し、その入所者及びそ

の家族の希望、その入所者が退所後に置かれることとなる環境等を勘案し、

その入所者の円滑な退所のために必要な援助を行なう。 

  2 施設は、生活相談員・介護職員・看護職員・介護支援専門員等により、入所

者について、その心身の状況やその置かれている環境等に照らし、その入所

者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかを検討する。 

  3 施設は、入所者の退所に際しては、居宅介護支援事業者に対する情報の提供、

その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努

める。 

 

第 19 条 入退所記録の記載 

   施設は、入所に際しては入所の年月日並びに入所施設の種類及び名称を、退

所に際しては退所の年月日を、当該者の介護保険被保険者証に記載すること

とする。 

 

（介護の基準） 

第 20 条 介護の取扱い 

1 施設は、入所者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その入所

者の心身の状況に応じて、その処遇を妥当適切に行う。 

2 施設は、施設サービスを提供するに当たっては、その施設サービス計画に基

づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配慮して行う。 

3 施設は、その従業者が施設サービスを提供するに当たっては懇切丁寧を旨と

し、入所者又はその家族に対し、処遇上必要な事項について理解しやすいよ

うに説明を行う。 

4 施設は、施設サービスを提供するに当たっては、当該入所者又は他の入所者

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束そ

の他入所者の行動を制限する行為を行わない。 

5 施設は、自らその提供する施設サービスの質の評価を行い、常にその改善を

図ることとする。 

 

（施設介護サービス計画） 

第 21 条 施設介護サービス計画 

    施設の管理者は、介護支援専門員に施設サービス計画の作成に関する業務を
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担当させるものとする。                                                                                                                  

2 施設サービス計画に関する業務を担当する介護支援専門員（以後「計画担当

介護支援専門員」という。）は、施設サービス計画の作成に当たっては、適切

な方法により、入所者についてその有する能力・その置かれている環境等の

評価を通じて現に抱かえる問題点を明らかにし、入所者が自立した日常生活

を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握しなければな

らない。 

  3 計画担当介護支援専門員は、入所者及びその家族の希望・入所者について把

握された解決すべき課題に基づき、当該入所者に対する施設サービスの提供

に当たる他の従業者と協議の上、施設サービスの目標及びその達成時期・施

設サービスの内容・施設サービスを提供する上で留意すべき事項等を記載し

た施設サービス計画の原案を作成しなければならない。 

  4 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の原案について、入所者に対

して説明し、同意を得なければならない。 

  5 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成後においても、施設サ

ービスの提供にあたる他の職員との連絡を継続的に行うことにより、施設サ

ービス計画の実施状況の把握を行うとともに、入所者についての解決すべき

課題の把握を行い、必要に応じて施設サービス計画の変更を行う。 

 

第 22 条 介護内容 

 介護に当たっては、入所者の心身の状況に応じ、入所者の自立の支援と日常

生活の充実に資するよう適切な技術をもって行う。 

2 施設は、一週間に二回以上、適切な方法により入所者を入浴させ、または清

拭をさせる。 

3 施設は、入所者の心身の状況に応じ、適切な方法により排泄の自立について

必要な援助を行う。 

4 施設は、おむつを使用せざるを得ない入所者については、おむつを適切に取

り替える。 

5 施設は、前各項のものの他、入所者に対し、離床・着替え・整容等の介護を

適切に行う。 

6 施設は、常時 1人以上の常勤の介護職員を介護に従事させることとする。 

7 施設は、入所者に対し、その負担により、当該施設の職員以外の者による介

護を受けさせない。 

 

（食事の提供） 

第 23 条 入所者の食事は、栄養並びに身体の状況及び嗜好を考慮したものとし、適切

な時間に行うこととする。 
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2 入所者の食事は、当該入所者の自立の支援に配慮し、可能な限り離床して行

われるよう努める。 

 

（機能訓練） 

第 24 条 施設は、入所者の心身の状況等を踏まえ、日常生活を営む上で必要な機能の 

改善又は維持のための機能訓練を行う。 

 

（健康管理） 

第 25 条 施設の医師及び看護職員は、常に入所者の健康の状況に注意するとともに、 

必要に応じて健康保持のための適切な措置を取る。 

 

（入所者の入院期間中の取扱い） 

第 26 条 施設は、入所者について、病院等に入院する必要が生じた場合であって、入 

院後概ね３ｹ月以内に退院することが明らかに見込まれるときは、当該入所者 

及びその家族の希望などを勘案し、必要に応じて適切な便宜を供与すると共 

に、やむを得ない事情がある場合を除き、退院後再び当該施設に円滑に入所 

することができるようにする。 

 

（相談及び援助） 

第 27 条 施設は、常に入所者の心身の状況やその置かれている環境等の的確な把握に

努め、入所者又はその家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要

な助言やその他の援助を行う。 

  2 施設は、要介護認定を受けていない利用希望者について、要介護認定の申請

が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、利用

希望者の意思を踏まえ、速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行う。 

  3 施設は、要介護認定の更新の申請が遅くても当該入所者が受けている要介護

認定の有効期間の満了日の 30 日前には行われるよう必要な援助を行う。 

 

（社会生活上の便宜の供与） 

第 28 条 施設は、教養娯楽設備等を備えるほか、適宜入所者の為のレクリエーション

行事を行う。 

2 施設は、入所者が日常生活を営むのに必要な行政機関等に対する手続きにつ

いて、その者又はその家族において行うことが困難である場合は、その者の

同意を得て、代わって行うこととする。 

3 施設は、常に入所者の家族との連携を図るとともに、入所者とその家族との

交流等の機会を確保するよう努める。 
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（利用料及びその他の費用） 

第 29 条 利用料 

1 施設が法定代理受領サービスに該当する施設サービスを提供した場合の利用

料の額は、介護保険法による介護報酬の告示上の額とする。 

2 施設は、法定代理受領サービスに該当する施設サービスを提供した場合には、

その入所者から利用料の一部として、地域密着型介護老人福祉施設サービス

に係わる施設介護サービス費用基準額から施設に支払われる施設介護サービ

ス費の額を控除して得た額の支払いを受けるものとする。 

 

第 30 条 その他の費用 

   施設は利用料の支払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払を

入所者から受ける事ができる。なお、居住費及び食費については、介護保険

負担限度額の認定を受けている入所者の場合、その認定証に記載された金額

を１日あたりの料金とする。 

 

 1.居住費  ２，１０６円（1日あたり） 

    2.食費   １，５５５円（１日あたり） 

（内訳 朝食 420 円、昼食＋おやつ 670 円、夕食 465 円） 

    3.預かり金管理費 300 円（1 ケ月あたり）（内訳 預かり金の保管及び入出

金管理を委託した場合） 

    4.理美容代 （実費） 

5.電気機器を使用した場合（1日 50 円～） 

6.入院時の紙オムツ等のセット(実費) 

  （おむつカバー、尿取りパット、綿棒、おしりふき、ナイロン袋等） 

7．行政手続きの代行（申請料金実費） 

8．個人専用の医療品・医薬品・予防接種等（実費） 

9．その他 実費負担とする 

 

2 施設は、前項各号に掲げる費用の額に係わるサービスの提供に当たっては、

予め入所者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明

を行い、入所者の同意を得ることとする。なお、やむをえない事情等により

当該内容及び費用の変更がある場合には予め入所者又はその家族に対し説明

を行い、入所者の同意を得ることとする。 

 

3 施設は、前項各号に掲げる費用の支払を受けた場合は、当該サービスの内容

と費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を入

所者に対して交付することとする。 
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（協力医療機関） 

第 31 条 施設は、治療を必要とする入所者のために、予め協力医療機関を定めておく。 

   

（衛生管理等） 

第 32 条 施設は、入所者の使用する食器その他の設備又は飲料水について衛生的な管 

理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずると共に、医薬品及び医療用具の管

理を適切に行う。 

  2 施設は、当該施設において感染症が発生し、又は蔓延しないように必要な措

置を講ずるように努める。 

（掲示） 

第 33 条 施設は、運営規程の概要・職員の勤務の体制・協力医療機関・利用料その他

のサービスの選択に資すると思われる重要事項を、施設の見やすい場所に掲

示する。 

 

（個人情報の保護） 

第 34 条 施設の職員は、業務上知り得た入所者またはその家族の個人情報の保護を厳

守する。 

  2 施設は、施設の職員であった者が、業務上知り得た入所者又はその家族の情

報を保持させる為、その旨を雇用契約内容に明記する。 

  3 施設は、居宅介護支援事業者等に対して、入所者に関する情報を提供する場

合は、予め文書により入所者の同意を得ることとする。 

 

（苦情の処理） 

第 35 条 施設は、提供した施設サービスに関する入所者からの苦情に対して、迅速か

つ適切に対応するため、受付窓口の設置、担当者の配置、事実関係の調査の

実施、改善措置、入所者又はその家族に対する説明、記録の整備その他必要

な措置を講じることとする。 

 

（事故発生時の対応） 

第 36 条 施設は、入所者に対する施設サービスの提供により事故が発生した場合には、

速やかに市町村・入所者の家族等に連絡をするとともに、必要な措置を講じ

る。 

  2 施設は、入所者に対する施設サービスの提供により賠償すべき事故が発生し

た場合は、速やかに賠償をすることとする。 

 

（緊急時等の対応） 

第 37 条 施設は、現に施設サービスの提供を行っているときに、入所者に病状の急変
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が生じた場合やその他必要な場合は、速やかに医師または施設が定めた協力

医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じる。 

 

（非常災害対策） 

第 38 条 施設は、非常その他緊急の事態に備え、執るべき措置について予め対策をた

て、職員及び入所者に周知徹底を図るため、定期的に非常災害対策として避

難訓練などを実施する。 

   2 避難、救出その他必要な訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が得られ

る連携に努める。 

   3 地域において避難、防災等の訓練が実施されるときは、その参加に努める。 

 

（身体拘束について） 

第 39 条 当施設では身体拘束は行わない。しかし、入所者または他の入所者などの生

命または身体を保護するために、緊急やむを得ない場合にはこれを行なう場

合がある。 

やむを得ず身体拘束を行なう場合には本人、家族、各専門職で十分検討をし

た後「緊急やむを得ない身体拘束に関する説明書」に内容を記載し家族等よ

り同意を得る。その後経過観察記録をつけ随時再検討し、改善に努めること

とする。 

 

（手順） 

①身体拘束の必要性があると判断された時、「三原則を満たしているか」施設長、管

理者、看護職員、介護職員等関連職種でカンファレンスを行う。 

②「三原則を満たす」と判断された場合、入所者及びその家族に対し、拘束の内容、

目的、拘束の時間（時間帯）期間等をできる限り詳細に説明し、同意を得る。 

説明は管理者が行う。 

③身体拘束を行う場合でも、それに該当するかどうかを常に観察、再検討し、該当し

なくなった場合、直ちに解除する。（この場合、実際に身体拘束を一時的に解除し、

状態観察をする。） 

④身体拘束を行なう場合、その状態及び時間、その際の入所者の心身の状態、緊急や

むを得なかった理由を記録する。 

⑤日々の心身の状態等の観察、拘束の必要性や方法に関する再検討を行うごとに、そ

の記録を行動記録に加えると共に、その情報を開示し、スタッフ間、関係者全体、

家族等の間で情報の共有を行う。 

 

（記録の整備） 

第 40 条 施設は、職員・設備及び会計に関する諸記録を整備しておく。 
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  2 施設は、入所者に対する施設サービスの提供に関する諸記録を整備し、その

完結の日から５年間保存するものとする。 

 

（その他の事項） 

第 41 条 施設は、入所者に対して適切な施設サービスを提供することができるよう、

職員の勤務体制を定める。 

  2 施設は、職員の資質の向上を図るため、随時研修の機会を設ける。 

  3 施設は、職員に対し身分証明書を発行し、職員はその勤務中はその身分証明

を携行する事により、入所者又はその家族から求められた時にはこれを提示

して身分を明らかにすることとする。 

  4 施設は、その運営に当たって、地域住民との連携及び協力を行う等、地域と

の交流を深めることとする。 

 

第 42 条 この規程に定めるもののほか、施設の運営管理に関して必要な事項は、施設

の管理者が別に定める。 

 

（看護職員と介護職員の連携による医療的ケア） 

第 43 条 利用者にサービスを提供するに当たっては、看護職員と介護職員は連携を図

ることとする。 

 

（施設の利用に当たっての留意事項） 

第 44 条 利用者はサービスの提供を受ける際に次の事項に留意する。 

1. 施設内の居室や設備、器具は本来の用法に従って利用すること。 

2. 決められた場所以外での喫煙をしない。 

3. 騒音等他の入所者の迷惑になる行為を行わない。 

4. その他重要事項に記載した事項 

 

（運営推進会議） 

第 45 条 施設は、小千谷市地域密着型サービス事業所における運営推進会議運営指針

に基づき、運営推進会議を開催することとする。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第 46条 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又は再発を防止するため次の措置を

講ずるものとする。 

 （１）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に

周知を図る。 
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 （２）虐待防止のための指針の整備 

 （３）虐待を防止するための定期的な研修の実施 

 （４）全３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

 ２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高

齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、

速やかに、これを市町村に通報するものとする。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第 47 条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護

支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る

ための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必

要な措置を講じるものとする。 

 ２ 事業所は、従業者に対し、事業継続計画について周知するとともに、必要な研修

及び訓練を定期的に実施するものとする。 

 ３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の

変更を行うものとする。 

 

（衛生管理等） 

第 48 条 事業所は事業所において感染症が発生し、又は蔓延しないように、次の各号に

掲げる措置を講ずるものとする。 

（１）事業所における感染症の予防及び蔓延の防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を概ね 6 月に 1回以上開

催するとともに、その結果において、従業者に周知徹底を図る。 

（２）事業所における感染症の予防及び蔓延防止のための指針を整備する。 

（３）事業所において、従業者に対し、感染症の予防及び蔓延の防止のための研修及び

訓練を定期的に実施する。 

 

附則 

この規程は、平成２６年 ６月 １日から施行する。 

この規程は、令和 元年１０月 １日から施行する。 

この規定は、令和 ３年 ８月 １日から施行する。 

この規定は、令和 ４年１０月 １日から施行する。 

この規定は、令和 ５年１１月 １日から施行する。 

この規定は、令和 ７年 ４月 １日から施工する。 



（介護予防）短期入所生活介護 

モス・コーラ空床ショートステイ運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人平成福祉会（以下「事業者」という。）が開設するモス・コーラ空床

ショートステイ（以下「事業所」という。）が行う指定短期入所生活介護及び指定介護

予防短期入所生活介護（以下「指定短期入所生活介護等」という。）の事業の適正な運

営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、要介護又は要支援状態にあ

り、居宅における生活に一時的に支障が生じた高齢者（以下「利用者」という。）に対

し、指定短期入所生活介護等を行い、利用者の心身の特性を踏まえ、生活の質の確保及

び向上を図るとともに、安心して日常生活を過すことができるよう居宅サービス及び介

護予防サービスを提供することを目的とする。 

 

（指定短期入所生活介護の運営の方針） 

第２条 事業者は、要介護者の心身の特性を踏まえ、その有する能力に応じ、自立した日

常生活をその居宅において営むことができるよう、入浴、排せつ、食事等の介護その他

の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維持並びに利

用者の家族の身体的、精神的負担の軽減を図るものとする。 

２ 指定短期入所生活介護の実施に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利

用者の立場に立ったサービスの提供に努めるものとする。 

３ 指定短期入所生活介護の実施に当たっては、関係市町村、指定居宅介護支援事業者、

地域の保健・医療・福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努

めるとともに、地域及び家族との結びつきを重視した運営を行うものとする。 

４ 前項のほか、「新潟県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基

準を定める条例」（平成 27 年新潟県条例第 22 号）その他の関係法令等に定める内容を

遵守し、事業を実施するものとする。 

 

（指定介護予防短期入所生活介護の運営の方針） 

第３条 事業者は、要支援者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むこ

とができるよう、必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心

身機能の維持回復を図ることをもって、利用者の生活機能の維持又は向上を目指すもの

とする。 

２ 指定介護予防短期入所生活介護の実施に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、

常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるものとする。 

３ 指定介護予防短期入所生活介護の実施に当たっては、利用者の心身機能、環境状況等

を把握し、指定介護予防支援事業者（地域包括支援センター）、保険医療機関及び関係

市町村などと連携し、効率性・柔軟性を考慮した上で、要支援者ができることは要支援

者が行うことを基本としたサービス提供に努める。 

４ 前項のほか「新潟県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定

介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関する基準を定



める条例」（平成 27 年新潟県条例第 19 号）その他の関係法令等に定める内容を遵守し、

事業を実施する。 

 

（指定短期入所生活介護と指定介護予防短期入所生活介護の一体的運営） 

第４条 指定短期入所生活介護及び指定介護予防短期入所生活介護のサービス提供は、同

一の事業所において一体的に運営するものとする。 

 

（事業所の名称及び所在地） 

第５条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

(1) 名 称 モス・コーラ空床ショートステイ 

(2) 所在地 新潟県小千谷市大字桜町３１４６番地２ 

 

（利用定員） 

第６条 事業所の利用者の定員は併設のモス・コーラ特別養護老人ホームと合わせて２９

人とする。 

 

（職員の職種・員数及び職務の内容） 

第７条 施設に勤務する職種・員数及び職務の内容は次のとおりとする。 

1 管理者 1 名 

   管理者は、理事長の命を受け、施設の業務を統括し、職員を指導監督する。 

2 医師 1 名 

   医師の職務は、入所者の診療・健康管理及び保健衛生指導とする。 

3 生活相談員 1 名 

   生活相談員の職務は、入退所に於ける面接手続き事務等と入所者の処遇に関する

こと、苦情や相談等に関することとする。 

4 介護及び看護職員（入所者の数が３又はその端数を増すごとに１名以上） 

   介護及び看護職員の職務は、介護職員は入所者の日常生活の介護・指導・相談及

び援助とし、看護職員は入所者の診療の補助及び看護並びに入所者の保健衛生管

理とする。 

5 栄養士 1 名  

   栄養士の職務は、献立作成等を行い給食委託業者との調整を行うこととする。 

6 機能訓練指導員 1 名  

   機能訓練指導員の職務は、入所者の機能訓練に関することと、それに伴う介護職

員への指導などを行うこととする。 

２ 前項に定めるもののほか、事業所の運営上、必要な従業者を置くものとする。 

 

（指定短期入所生活介護の内容） 

第８条 指定短期入所生活介護の内容は、入浴、排せつ、食事等の介護、その他日常生活

上の世話、食事の提供、機能訓練、健康管理、療養上の世話、相談及び援助、趣味、教

養又は娯楽に係る活動の機会の提供並びに送迎とし、指定短期入所生活介護の提供に当



たっては次の点に留意するものとする。 

(1) 指定短期入所生活介護の提供に当たっては、利用者の要介護状態の軽減又は悪化防

止に資するよう、利用者の心身の状況を踏まえ、利用者が日常生活を営むのに必要な

援助を行うものとする。 

(2) 指定短期入所生活介護の提供に当たっては、居宅介護支援事業者と連携を図ること

等により利用者の心身の状況を把握し、これらを踏まえ、また、概ね４日以上継続し

て入所する利用者については、サービスの目標及び当該目標を達成するための具体的

なサービス内容を記載した短期入所生活介護計画を作成し、漫然かつ画一的なものと

ならないよう配慮して行うものとする。 

(3) 指定短期入所生活介護の提供に当たっては、従業者は利用者及びその家族に対して、

サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明しなければならない。 

(4) 指定短期入所生活介護の提供に当たっては、事業者は、利用者又は他の利用者の生

命又は身体を保護するためやむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を

制限する行為を行わないものとする。なお、緊急かつやむを得ず身体拘束等を行う場

合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録するものとする。 

(5) 事業者は、自らその提供する指定短期入所生活介護の質の評価を行い、常にその改

善を図るものとする。 

 

（指定介護予防短期入所生活介護の内容） 

第９条 指定介護予防短期入所生活介護の内容は、入浴、排せつ、食事等の介護、その他

日常生活上の世話、食事の提供、機能訓練、健康管理、療養上の世話、相談及び援助、

趣味、教養又は娯楽に係る活動の機会の提供並びに送迎とし、指定介護予防短期入所生

活介護の提供に当たっては次の点に留意するものとする。 

(1) 指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たっては、利用者の介護予防に資するよ

う、利用者の心身の状況等を踏まえ、利用者が日常生活を営むのに必要な支援を行う

ものとする。 

(2) 指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たっては、主治医又は歯科医師からの情

報やサービス担当者会議等からの情報により、利用者の心身の状況及び日常生活全般

の状況を的確に把握するものとし、これらを踏まえ、また、概ね４日以上継続して入

所する利用者については、介護予防短期入所生活介護計画を作成し、その目標を設定

し、計画的に行うものとする。 

(3) 指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たっては、利用者がその有する能力を最

大限活用することができるような方法によるサービスの提供に努めるとともに、利用

者とのコミュニケーションを十分に図ることその他の様々な方法により、利用者の主

体的な活動参加を促すような働きかけに努めるものとする。 

(4) 指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たっては、従業者は利用者及びその家族

に対して、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明しなければなら

ない。 

(5) 指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たっては、事業者は、利用者又は他の利



用者の生命又は身体を保護するためやむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者

の行動を制限する行為を行わないものとする。なお、緊急かつやむを得ず身体拘束等

を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由を記録するものとする。 

(6) 事業者は、自らその提供する指定介護予防短期入所生活介護の質の評価を行い、常

にその改善を図るとともに、主治医又は歯科医師とも連携を図りつつ、常にその改善

を行うものとする。 

 

（指定短期入所生活介護等の利用料等） 

第 10 条 指定短期入所生活介護等の利用料は、「指定居宅サービスに要する費用の算定に

関する基準（平成 12 年２月 10 日厚告第 19 号）」及び「指定介護予防サービスに要する

費用の額の算定に関する基準（平成 18 年３月 14 日厚労告第 127 号）」に定める額とし、

事業者が法定代理受領サービスを提供する場合には、利用者から本人負担分の支払いを

受けるものとする。 

２ 事業者は、前項の利用料の他、次の各号に掲げる費用の支払いを受けることができる。 

(1) 食事の提供に要する費用 

 １日につき １，５５５円とする。 

ただし、朝食４２０円、昼食６７０円、夕食４６５円とし、１食単位で費用の支払い

を受けるものとする。 

(2) 滞在に要する費用 

個室   １日につき ２，１０６円 

(3) 利用者の希望により特別な食事の提供に要する費用 

実費 

(4) 送迎に要する費用 

通常の実施地域を超えて送迎を行った場合 １ｋｍにつき３０円 

(5) 理美容に要する費用 

１回につき ３，０００円 

(6) 短期入所生活介護等の提供に当たって、日常生活において通常必要となるものに係

る費用であって、利用者に負担させることが適当と認められるもの。 

ア 利用者の希望により提供する日常生活に必要な身の回り品の費用 

実費 

イ 利用者の希望により提供する日常生活に必要な教養娯楽に要する費用 

実費 

３ 第１項及び第２項の費用の徴収に当たっては、あらかじめ利用者又はその家族に対し

て当該サービスの内容及び費用について説明を行い、同意を得るものとする。 

 ただし、第２項第１号から第３号の費用についての説明及び同意は、文書により行う

ものとし、当該各号の額を変更するときは、あらかじめ、その変更について利用者又は

その家族に対して、文書により説明し同意を得るものとする。 

 

（通常の送迎の実施地域） 



第11条 通常の送迎の実施地域は小千谷市、長岡市の一部（小国、越路、滝谷、川口）と

する。 

 

（サービス利用に当たっての留意事項） 

第12条 利用者は、次の各号に掲げる事項について遵守しなければならない。 

(1) 利用者は、事業所内において政治活動又は宗教活動を行ってはならない。 

(2) 利用者は、事業所に危険物を持ち込んではならない。 

(3) 利用者が外出するときは、あらかじめ外出届を提出し、管理者又は責任者の承認を

得なければならない。 

(4) 利用者の所持金その他貴重品については、自己管理を原則とする。ただし、利用者

の心身の状況等により、利用者又はその家族からの申出により、管理者が責任を持っ

て管理することができる。 

２ 前項第４号の規定により、管理者が、利用者の所持金その他貴重品を保管することと

なった場合、管理者は、善良な注意義務をもって保管しなければならない。 

 

（緊急時の対応） 

第13条 従業者は、指定短期入所生活介護等の提供中に利用者の体調や容体の急変、その

他の緊急事態等が生じたときには、速やかに主治医又はあらかじめ事業者が定めた協力

医療機関に連絡する等の必要な措置を講ずるものとする。 

 

（非常災害対策） 

第14条 事業者は、非常災害に関する具体的な対応計画を定めるものとする。 

２ 管理者又は防火管理者は、非常災害その他緊急時に備え、防火教育を含む総合訓練を

地域の消防署の協力を得た上で、年２回以上実施するなど、利用者の安全に対して万全

の備えを行うものとする。 

 

（衛生管理等） 

第15条 事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備、食材及び飲用に供する水

等について、衛生的な管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じなければならな

い。 

また、医薬品及び医療用具の管理についても、適正な管理を行わなければならない。 

２ 事業者は、事業所内において感染症の発生又はそのまん延の防止をするために、必要

な措置を講じなければならない。 

 

（事故発生時の対応） 

第16条 事業者は、利用者に対する指定短期入所生活介護等の提供により事故が発生した

場合は、当該利用者の家族、介護支援専門員又は地域包括支援センター及び市町村等に

連絡するとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 前項の事故については、その状況及び事故に対する処置状況を記録しなければならな

い。 



３ 事業者は、利用者に対する指定短期入所生活介護等の提供により賠償すべき事故が発

生した場合は、損害賠償を速やかに行うものとする。 

 

（苦情処理等） 

第17条 事業者は、提供した指定短期入所生活介護等に対する利用者又はその家族からの

苦情に迅速かつ適切に対応するため、その窓口を設置するものとする。 

２ 前項の苦情を受けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。 

３ 事業者は、介護保険法の規定により市町村等から文書の提出等を求められた場合は、

速やかに協力をし、市町村等から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従

って適切な改善を行うものとする。 

４ 事業者は、市町村等から改善報告の求めがあった場合は、改善内容を報告するものと

する。 

（身体拘束について） 

第18条 当施設では身体拘束は行わない。しかし、入所者または他の入所などの生命また

は身体を保護するために、緊急やむを得ない場合にはこれを行なう場合がある。 

 やむを得ず身体拘束を行なう場合には本人、家族、各専門職で十分検討した後「緊急や

むを得ない身体拘束に関する説明書」に無いようを記載し家族等により同意を得る。そ

の後経過観察記録を付け随時再検討し、改善に努めることとする。 

【手順】 

①身体拘束の必要性があると判断された時、「三原則を満たしているか」施設長、管理者、

看護職員、介護職員等関連職種でカンファレンスを行う。 

②「三原則を満たす」と判断された場合、入所者及びその家族に対し、拘束の内容、目的、

拘束の時間（時間帯）期間等をできる限り詳細に説明し、同意を得る。説明は管理者が

行う。 

③身体拘束を行う場合でも、それに該当するかどうかを常に観察、再検討し、該当しなく

なった場合、直ちに解除する。（この場合、実際に身体拘束を一時的に解除し、状態観

察をする。） 

④身体拘束を行う場合、その状態及び時間、その際の入所者の心身の状態、緊急やむを得

なかった理由を記録する。 

⑤日々の心身の状態等の観察、拘束の必要性や方法に関する再検討を行うごとに、その記

録を行動記録に加えると共に、その情報を開示し、スタッフ間、関係者全体、家族等の

間で情報の共有を行う。 

（虐待防止に関する事項） 

第19条 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又は再発を防止するため、次の措置

を講ずるものとする。 

（1）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知を図

る。 

（2）虐待防止のための指針の整備 

（3）虐待を防止するための定期的な研修の実施 



（4）全3号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は擁護者（利用者の家族等高齢者

を現に擁護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は 

速やかにこれを市町村に通報するものとする。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第20条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支

援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開をはかるため

の計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措

置を講じるものとする。 

２ 事業所は、従事者に対し、事業継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施するものとする。 

３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更

を行うものとする。 

 

（衛生管理） 

第21条 事業所は事業所において感染症が発生し、又は萬栄しないよう次の各号に掲げる

措置を講ずるものとする。 

（1）事業所における感染症の予防及び蔓延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を概ね6月に1回以上開催すると

ともに、その結果において、従業者に周知徹底を図る。 

（2）事業所における感染症の予防及び蔓延防止のための指針を整備する。 

（3）事業所において、従業者に対し、感染症の予防及び蔓延の防止のための研修及び訓練

を定期的に実施する。 

 

（秘密保持） 

第21条 従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏

らしてはならない。この秘密保持義務は、利用者との契約終了後も同様とする。 

２ 前項に定める秘密保持義務は、従業者の離職後もその効力を有する旨を雇用契約書等

に明記する。 

３ 事業者は、サービス担当者会議等で利用者及びその家族の個人情報等の秘密事項を使

用する場合は、あらかじめ文書により、同意を得ておかなければならない。 

 

（地域との連携） 

第22条 事業者は、地域住民又はボランティア団体等との連携及び協力を行い、地域との

交流に努めるものとする。 

 

（従業者の研修） 

第23条 事業者は、従業者の資質向上を図るための研究又は研修の機会を設け、適切かつ

効率的に指定短期入所生活介護等を提供できるよう、従業者の勤務体制を整備するもの



とする。 

２ 事業者は、次の各号に定める研修を実施するものとする。 

(1) 採用時研修 採用後１ヶ月以内に実施 

(2) 継 続 研 修 年３回以上 

３ 事業者は、必要と認める場合は、前項に掲げる研修のほかに、研修を実施することが

できる。 

 

（記録の整備） 

第24条 事業者は、利用者に対する指定短期入所生活介護等の提供に関する各号に掲げる

記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

(1) 短期入所生活介護画及び介護予防短期入所生活介護計画 

(2) 提供した具体的サービス内容等の記録 

(3) 身体拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急止むを得ない

理由 

(4) 利用者に関する市町村への報告等の記録 

(5) 苦情の内容等に関する記録 

(6) 事故の状況及び事故に対する処置状況の記録 

２ 事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する記録を整備し、その終了した日から

５年間保存するものとする。 

 

 

附 則 

この運営規程は平成２７年４月１日から施行する。 

この運営規定は令和元年１０月１日から施行する。 

この運営規定は令和４年６月１日から施行する。 

この運営規定は令和４年１０月１日から施行する。 

この運営規定は令和 6 年 1 月 10 日から施行する。 

この運営規定は令和 7 年４月１日から施工する。 



 （介護予防）認知症対応型通所介護事業所 

モス・コーラデイホーム運営規程 

 

＜目的＞ 
第１条 この規程は、「モス・コーラデイホーム」（以下「事業所」という。）が

行う、認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護の事

業の運営及び利用について必要な事項を定め、事業の円滑な運営を図

ることを目的とする。 

 
＜事業の目的＞ 
第２条 本事業は要介護又は要支援で、認知症の状態にある者（認知症の原因

となる疾患が急性の状態にある者を除く。以下｢要介護者等｣という。）

に対し、利用者の社会的孤立の解消及び精神的負担の軽減を図るため、

必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、その利用者

が可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ、自立した

日常生活を営むことができるよう支援することを目的とする。また、

併せて指定介護予防認知症対応型通所介護事業は、利用者の心身機能

の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指す

ものとする。 

 
＜基本方針＞ 
第３条 １ 慣れ親しんだ生活環境、生活歴を踏まえ、家庭的なくつろぎが提       
 供できるよう支援します。 
    ２ ご利用者様一人ひとりの個性を尊重し、年齢を重ねてきた方々に 
      常に敬意の念を持つ姿勢で接します。 
    ３ ご利用者様に自然と笑顔がこぼれるよう、安らぎと癒しを与えて

くれる居場所を確保します。 
    ４ 子供達との交わりや、機能訓練として近所への散歩、スーパー等

での買い物等を通じ、地域との交流に努めます。 

 
＜事業所の名称＞ 
第４条 事業所の名称及び所在地は次の通りとする。 
   （１）事業所の名称  モス・コーラデイホーム 



   （２）事業所の所在地 小千谷市大字桜町３１４６番地２ 

 
＜従業者の職種、員数及び職務内容＞  
第５条 事業者は管理者及び従業者を次のように配置し、職務内容を次により

定める。ただし必要に応じて職員を増員することができる。 
   （１）管理者      １人 
    ・管理者は、事業所の従業員の管理及び業務の実施状況の把握、その       

  他の管理を一元的に行うとともに、従業者に事業の実施に関し、法   
  令等を遵守させるための必要な指揮命令を行う。 

 
（２）生活相談員    １人以上 
・（介護予防）認知症対応型通所介護計画を作成し、利用者又はその家

族に対し、そのサービス内容及び費用について丁寧に説明し同意を

得る。 
・常に相談援助等の生活指導を行える体制をとり、利用者の生活の向

上を図れるように、利用者の心身の特性に応じた機能訓練や、行事

に参加できるように配意し、サービスの質の評価を行い、常にサー

ビスの向上改善を図る。 

    
（３）機能訓練指導員   １人以上  （看護職員） 
 ・（介護予防）認知症対応型通所介護計画に基づいて、利用者が家庭で

日常的に生活が出来るように、個々の状態に応じた機能回復訓練、

あるいは機能の維持訓練を行い、又は介護者に対して訓練指導を行

う。 

  
（４）看護職員又は介護職員     ２人以上 
 看護職員 
  ・看護師、もしくは准看護師とする。 
  ・利用者の健康管理及び医療との連携支援を行う。 
 介護職員 
 ・（介護予防）認知症対応型通所介護計画に基づいて、利用者が各々の

状態に於いて、自立した日常生活を送れるように、他職種と連携を

持ちながら、必要かつ有効な介護を行う。 
・利用者又は家族に対し、希望に添った適切なサービスの提供を行う。 
・介護知識、技術の向上に励み、利用者のニーズに対応できる知識、

技術をもってサービス提供を行う。 



＜営業日及び営業時間＞ 
第６条  営業日及び営業時間は次のとおりとする。 
   （１）営業日    月曜日から日曜日までとする。 
            ただし、１月１日から１月２日までを除く。 
   （２）営業時間   午前８時３０分から午後５時３０分までとする。 
   （３）サービス提供時間  午前９時から午後４時００分までとする。 

 
＜利用定員＞ 
第７条  利用定員は１２名とする。 

 
＜介護の内容＞ 
第８条  提供する（介護予防）認知症対応型通所介護の内容は、次の通りと 
     する。    
   （１）サービス内容 
     ① 身体介助（日常生活上の援助等） 
     ② 生活相談（相談援助等） 

③ 機能訓練（日常動作訓練） 
④ 健康状態の確認 
⑤ 食事提供 
⑥ 入浴 
⑦ 送迎 

 
＜通常の事業の実施地域＞ 
第９条  事業の通常実施区域は、小千谷市とする。 

 
＜利用料とその他費用の額＞  
第１０条 （介護予防）認知症対応型通所介護の利用料は、介護保険法による

介護報酬の告示上の額とする。事業者が法定代理受領サービスを提供

する場合には、利用者から本人負担分の支払いを受けるものとする。 
２ 事業者は、前項に定める額のほか、次の各号に掲げる費用の支払いを

受けるものとする。 
（１） 食事の提供に要する費用 昼食 ７４０円 
（ 2 ）おむつ代  実 使用分持参を基本とする。足りない場合                           

には、現物返還を基本とする。 
（３） （介護予防）認知症対応型通所介護で提供されるサービスのうち、

日常生活において通常必要となるものに係る費用であって、利用者



に負担させることが適当と認められるもの 
① 利用者の希望により提供する日常生活に必要な身の回り品の 

費用 実費 
② 利用者の希望により提供する日常生活に必要な教養娯楽費の 

費用 実費 
３ 前２項の費用の徴収に当たっては、あらかじめ利用者又はその家族

に対して当該サービスの内容及び費用について説明し同意を得る

ものとする。ただし、前項第１号の費用については、文書により説

明し同意を得るものとする。 
４ 第２項第１号の額を変更する場合は、あらかじめ利用者又はその

家族に対して、文書により説明し同意を得るものとする。   

 
＜緊急・事故時の対応方法＞ 
第１１条  従業者は利用者の病状や状態に急変その他の緊急事態・転倒など

の事故が生じた時は、速やかに主治医に連絡をとり適切な措置を

講じるものとする。 

 
＜非常災害対策＞ 
第１２条   サービス利用時の非常災害に備え、執るべき措置について予め対

策を図るものとする。 
１ 従業者は、自然災害、火災、その他の防災対策について、計画的

な防災訓練と設備改善を図り、利用者の安全に対して万全を期さ

なければならない。 
     ２ 前項の実施について、年２回以上の避難訓練を平成福祉会の防災

規程に従って実施することとする。 
    ３ 避難、救出その他必要な訓練の実施に当たっては、地域住民の参

加が得られる連携に努める。 

４ 地域において避難、防災等の訓練が実施されるときは、その参加 

に努める。 

 
  
＜サービス利用にあたっての留意事項＞ 
第１３条  サービス利用にあたり、利用者は次の事項に留意しなければなら

ない。 
    １ 健康状態に異常がある場合には、その旨申し出ること。 
    ２ 管理者及び従業員による安全管理上の指示には必ず従うこと。 



    ３ 介護支援専門員とよく相談し、介護サービスの利用目的を明確に

した上で利用すること。 
    ４ 常備薬、介護保険給付の対象となっているサービス以外の介護用 

品等管理者及び従業者が必要と認めたものは、持参するようにす

ること。 
     ５ 緊急時等の連絡先を必ず申し出ること。 
     ６ 介護サービス利用開始時には、必ず介護保険被保険者証及び健康

保険被保険証の提示を行うこと。 

 
（虐待防止に関する事項） 
第１４条 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又は再発を防止するた

め次の措置を講ずるものとする。 

 （１）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結

果について従業者に周知を図る。 

 （２）虐待防止のための指針の整備 

 （３）虐待を防止するための定期的な研修の実施 

 （４）全３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

 ２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の

家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を

発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報するものとする。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第１５条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する(介

護予防)認知症通所介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の

体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）

を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。 

 ２ 事業所は、従業者に対し、事業継続計画について周知するとともに、必

要な研修及び訓練を定期的に実施するものとする。 

 ３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継

続計画の変更を行うものとする。 

 

（衛生管理等） 

第１６条 事業所は事業所において感染症が発生し、又は蔓延しないように、

次の各号に掲げる措置を講ずるものとする。 

（１）事業所における感染症の予防及び蔓延の防止のための対策を検討する委



員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を概

ね 6月に 1回以上開催するとともに、その結果において、従業者に周知徹

底を図る。 

（２）事業所における感染症の予防及び蔓延防止のための指針を整備する。 

（３）事業所において、従業者に対し、感染症の予防及び蔓延の防止のための

研修及び訓練を定期的に実施する。 

 
＜その他運営にあたっての重要事項＞ 
第１７条 １ 従業者の質的向上を図るための研修機会を設けるものとし、業務

体制を整備する。なお、研修は次の通り設けるものとする。 
        ① 採用時研修  採用後２ヶ月以内に実施。 
        ② 継続研修   年２回以上実施。 
     ２ 従業者は業務上知りえた秘密を決して漏洩しない。又、雇用関係

が終了した場合にも、事業者の責任において、当該事業者の知

り得た秘密の保持を行う。 
     ３ 従業者は介護の提供にあたっては、利用者の生命又は身体を保護

するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他の行為

を制限する行為を行ってはならない。 
     ４ 事業者は、従業者の清潔保持及び健康状態において管理を行うと

ともに、その整備・備品について衛生的な管理を行う。 
５ 事業者は、適切な(介護予防)認知症対応型通所介護事業所の提供 

       を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優 
       越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範 
       囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止 
       するための方針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。 

６ 事業者は、提供したサービス内容について苦情があったときは、 
       迅速、適切かつ誠実に対応し、必要な措置を講じることとする。 
     ７ 事業者は、事業所内にサービス内容等に関する重要事項について

掲示するものとする。 
     ８ 事業者は、事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族及

び介護支援事業所等に連絡を行うと共に必要な措置を講じるも  

のとする。また、賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償

を速やかに行う。 
     ９ 事業者は、利用者に対するサービスに関する諸記録を整備し、そ

の完結の日から５年間保存することとする。 

 



 
（運営推進会議） 
第１８条 施設は、小千谷市地域密着型サービス事業所における運営推進会議

運営指針に基づき、運営推進会議を開催することとする。 
 

附則  
  この規程は 平成２６年６月１日より施行。 
  この規定は 令和元年１０月１日より施行 
  この規定は 令和４年１０月１日より施行 
  この規定は 令和５年 ７月１日より施行 

この規定は 令和５年１２月１日より施行 
この規定は 令和６年 ５月１日より施行 
この規定は 令和６年１２月１日より施行 
この規定は 令和７年 ４月１日より施工 

 



モスコーラデイホーム通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人平成福祉会（以下「事業者」という。）が運営するモスコーラデ

イホーム（以下「事業所」という。）が行う通所型サービスＡの事業の適正な運営を確

保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、要支援状態等にある高齢者（以下

「利用者」という。）に対し、その有する能力に応じ自立した日常生活をその居宅にお

いて営むことができるよう通所型サービスＡを行い、利用者の心身の特性を踏まえ、生

活の質の確保及び向上を図るとともに、安心して日常生活を過すことができるようサー

ビスを提供することを目的とする。 

 

（通所型サービスＡの運営の方針） 

第２条 事業者は、利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むこ

とができるよう、必要な日常生活上の支援や交流の機会の提供等を行うことにより、利

用者の生活機能の維持又は向上を目指すものとする。 

２ 通所型サービスＡの実施に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者

の立場に立ったサービスの提供に努めるものとする。 

３ 通所型サービスＡの実施に当たっては、利用者の心身機能、環境状況等を把握し、指

定介護予防支援事業者（地域包括支援センター）、保険医療機関及び関係市町村などと

連携し、効率性・柔軟性を考慮した上で、要支援者ができることは要支援者等が行うこ

とを基本としたサービス提供に努める。 

４ 前項のほか指定を行った市町村が定める基準及びその他の関係法令等の内容を遵守

し、事業を実施する。 

 

（事業所の名称及び所在地） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

 (1) 名称 モスコーラデイホーム 

 (2) 所在地 新潟県小千谷市桜町３１４６番地２ 

 

（従業者の資格） 

第４条 事業所に勤務する従業者（以下「職員」という。）の資格は、次の各号に掲げ

るとおりとする。 

 (1) 従 事 者 市町村が認める研修の修了者等 

 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第５条 この事業所における職員の職種、員数及び職務内容は、次のとおりとする。 

 (1) 管理者 １人 

職員の管理、業務の実施状況の把握その他事業の管理を一元的に行うとともに、通



 

所型サービスＡの事業実施に関し、遵守すべき事項について指揮命令を行う。 

 (2) 従 事 者 １人以上 

利用者が自立した日常生活を営むため、レクリエーションの機会の提供や見守り等

の支援を行う。 

 

（営業日及び営業時間） 

第６条 営業日及び営業時間を次のとおりとする。 

(1) 営業日は月曜日から日曜日までとする。 

ただし 1月 1日から 1月 2日までを除く。 

 (2) 営業時間は午前８時 30分から午後 5 時 30 分までとする。 

 (3) サービス提供時間は、午前９時から午後４時 00分までとする。 

 (4) 延長時間は取り扱わないものとする。 

 

（実施単位及び利用定員） 

第７条 実施単位及び利用定員は、次の各号に定めるとおりとする。 

 (1) 実施単位 １単位 

 (2) 利用定員 ３人 

 

（通所型サービスＡの内容） 

第８条 通所型サービスＡの内容は、生活等に関する相談及び助言、健康状態の確認、

その他日常生活上の見守り又はレクリエーションの機会の提供若しくは送迎とし、通所

型サービスＡの提供に当たっては次の点に留意するものとする。 

 (1) 通所型サービスＡの提供に当たっては、利用者の介護予防に資するよう、利用者の

心身の状況等を踏まえ、必要に応じて、日常生活を営むために必要な支援を行うため

に、通所型サービスＡ計画を作成するものとする。 

 (2) 通所型サービスＡの提供に当たっては、主治医又は歯科医師やサービス担当者会議

等からの情報により、利用者の心身の状況及び日常生活全般の状況を的確に把握し、

その状況を踏まえるとともに、通所型サービスＡ計画が作成されている場合は、その

通所型サービスＡ計画に沿って、サービスの提供を行わなければならない。 

 (3) 通所型サービスＡの提供に当たっては、利用者とのコミュニケーションを図るその

他の方法により、利用者が主体的に事業に参加するよう適切に働きかけるものとす

る。 

 (4) 職員は通所型サービスＡの提供に当たって、利用者の立場に立って懇切丁寧に行う

ものとし、利用者又はその家族に対し、通所型サービスＡの提供方法等について、理

解しやすいように説明を行うものとする。 

 

（利用料その他の費用の額） 

第９条 通所型サービスＡの利用料は、指定を行った市町村において定める基準の額と

し、事業者が法定代理受領サービスを提供する場合には、利用者から本人負担分の支払



 

いを受けるものとする。 

 

２ 事業者は、前項に定める額のほか、次の各号に掲げる費用の支払いを受けるものとす

る。 

 (1) 食事の提供に要する費用 昼食 ７４０円 

 (2) おむつ代 実費 

 (3) 通所型サービスＡで提供されるサービスのうち、日常生活において通常必要となる

ものに係る費用であって、利用者に負担させることが適当と認められるもの 

 ア 利用者の希望により提供する日常生活に必要な身の回り品の費用 実費 

 イ 利用者の希望により提供する日常生活に必要な教養娯楽費の費用 実費 

３ 前２項の費用の徴収に当たっては、あらかじめ利用者又はその家族に対して当該サー

ビスの内容及び費用について説明し同意を得るものとする。ただし、前項第１号の費用

については、文書により説明し同意を得るものとする。 

４ 第２項第１号の額を変更する場合は、あらかじめ利用者又はその家族に対して、文書

により説明し同意を得るものとする。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第 10 条 通常の事業の実施地域は小千谷市とする。 

  

（サービス利用に当たっての留意事項） 

第 11 条 利用者は、次の各号に掲げる事項について遵守しなければならない。 

 (1) 利用者は、事業所内において政治活動又は宗教活動を行ってはならない。 

 (2) 利用者は、事業所に危険物を持ち込んではならない。 

 (3) 利用者の所持金その他貴重品は利用者自ら管理しなければならない。 

 

（緊急時の対応等） 

第 12 条 職員は、通所型サービスＡの提供中に利用者の体調や容態の急変、その他の緊

急事態が生じたときには、速やかに主治医に連絡する等の必要な措置を講じるものとす

る。 

 

（衛生管理等） 

第 13 条 事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水等に

ついて、衛生的な管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、事業所内において感染症の発生又はそのまん延の防止をするために、必要

な措置を講じなければならない。 

（１）事業所における感染症の予防及び蔓延の防止のための対策を検討する委員会（テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を概ね 6 月に 1回以上開催

するとともに、その結果において、従業者に周知徹底を図る。 

（２）事業所における感染症の予防及び蔓延防止のための指針を整備する。 



 

（３）事業所において、従業者に対し、感染症の予防及び蔓延の防止のための研修及び訓

練を定期的に実施する。 

 

（事故発生時の対応） 

第 14 条 事業者は、利用者に対する通所型サービスＡの提供により事故が発生した場合

は、当該利用者の家族、地域包括支援センター又は介護支援専門員及び市町村等に連絡

するとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 前項の事故については、その状況及び事故に対する処置状況を記録しなければならな

い。 

３ 事業者は、利用者に対する通所型サービスＡの提供により賠償すべき事故が発生した

場合は、損害賠償を速やかに行うものとする。 

 

（苦情処理等） 

第 15 条 事業者は、提供した通所型サービスＡに対する利用者又はその家族からの苦情

に迅速かつ適切に対応するためその窓口を設置するものとする。 

２ 前項の苦情を受けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。 

３ 事業者は、介護保険法の規定により市町村等から文書の提出等を求められた場合は、

速やかに協力をし、市町村等から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従

って適切な改善を行うものとする。 

４ 事業者は、市町村等から改善報告の求めがあった場合は、改善内容を報告するものと

する。 

 

（秘密保持） 

第 16 条 職員は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏

らしてはならない。この秘密保持義務は、利用者との契約終了後も同様とする。 

２ 前項に定める秘密保持義務は、職員の離職後もその効力を有する旨を雇用契約書等に

明記する。 

３ 事業者は、サービス担当者会議等で利用者及びその家族の個人情報等の秘密事項を使

用する場合は、あらかじめ文書により、同意を得ておかなければならない。 

 

（記録の整備） 

第 17 条 事業者は、利用者に対する通所型サービスＡの提供に関する各号に掲げる記録

を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

 (1) 通所型サービスＡ計画 

 (2) 提供した具体的サービス内容等の記録 

 (3) 利用者に関する市町村への報告等の記録 

 (4) 苦情の内容等に関する記録 

 (5) 事故の状況及び事故に対する処置状況の記録 

２ 事業者は、職員、設備、備品及び会計に関する記録を整備し、その終了した日から５



 

年間保存しなければならない。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第１8条 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又は再発を防止するため次の措置を

講ずるものとする。 

 （１）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周

知を図る。 

 （２）虐待防止のための指針の整備 

 （３）虐待を防止するための定期的な研修の実施 

 （４）全３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

 ２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢

者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速や

かに、これを市町村に通報するものとする。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第１9条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する通所型サービ

ス A(緩和した基準によるサービス)の提供を継続的に実施するための、及び非常時の

体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定

し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。 

 ２ 事業所は、従業者に対し、事業継続計画について周知するとともに、必要な研修及

び訓練を定期的に実施するものとする。 

 ３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変

更を行うものとする。 

 

附 則 

 この運営規程は、平成２９年６月 １日から施行 

 この運営規定は、令和元年１０月 １日から施行 

 この運営規定は、令和 4年１０月 １日から施行 

この運営規定は、令和 5年 7 月 １日から施行 

この運営規定は、令和 5年１２月 １日から施行 

この運営規定は、令和 6年 ５月 １日から施行 

この運営規定は、令和 6年１２月 １日から施行 

この運営規定は、令和７年 ４月 １日から施工 

 



 

モスコーラデイホーム通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービ

ス）契約書 

 

様（以下「利用者」と略します。）と社会福祉法人平成福祉会（以

下「事業者」と略します。）は、事業者が提供するサービスの利用等について、以

下のとおり契約を締結します。 

 

 

（契約の目的） 

第１条 事業者は、介護保険法（平成９年法律第 123 号）その他関係法令、市町

村の要綱等及びこの契約書に従い、利用者が可能な限り居宅においてその有する

能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、次のサービスを提供し

ます。 

 ① 通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

 （「契約書別紙（兼重要事項説明書）①」） 

 

（契約期間） 

第２条 この契約の期間は、以下のとおりとします。 

 令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 ただし、契約期間満了日以前に利用者が要支援状態区分の変更の認定を受け、

認定有効期間の満了日が更新された場合には、変更後の要支援認定有効期間満了

日までとします。 

２ 上記契約期間の満了日までに利用者から契約更新しない旨の申し出がない場

合、本契約は自動的に更新されるものとします。 

 

（通所型サービスＡ計画の作成及び変更） 

第３条 事業者は、利用者の日常生活全般の状況、心身の状況及び希望を踏ま

え、必要に応じて、利用者の介護予防サービス計画の内容に沿って、サービスの

目標及び目標を達成するための具体的サービス内容等を記載した通所型サービス

Ａ計画を作成するものとします。 

２ 事業者は、通所型サービスＡ計画を作成した場合は、その内容を利用者に説明

して同意を得、交付するとともに、当該計画の実施状況の把握を適切に行い、一

定期間ごとに、目標達成の状況等を記載した記録を作成し、利用者に説明の上、

交付するものとします。 

 

（提供するサービスの内容及びその変更） 

第４条 事業者が提供するサービスのうち、利用者が利用するサービスの内容、

利用回数、利用料は、「契約書別紙（兼重要事項説明書）」のとおりです。 



 

２ 利用者は、いつでもサービスの内容を変更するよう申し出ることができます。

この申し出があった場合、当該変更が介護予防サービス計画の範囲内で可能であ

り、第１条に規定する契約の目的に反するなど変更を拒む正当な理由がない限

り、速やかにサービスの内容を変更します。 

３ 事業者は、利用者が介護予防サービス計画の変更を希望する場合は、速やかに

地域包括支援センター（又は介護支援専門員）等に連絡するなど必要な援助を行

います。 

４ 事業者は、提供するサービスのうち、介護保険の適用を受けない者がある場合

には、そのサービスの内容及び利用料を具体的に説明し、利用者の同意を得ま

す。 

 

（利用料等の支払い） 

第５条 利用者は、事業者からサービスの提供を受けたときは、「契約書別紙

（兼重要事項説明書）」の記載に従い、事業者に対し、利用者負担金を支払いま

す。 

２ 利用料の請求や支払方法は、「契約書別紙（兼重要事項説明書）」のとおりで

す。 

３ 利用者が、「契約書別紙（兼重要事項説明書）」に記載の期日までにサービス

利用の中止を申し入れなかった場合、利用者は事業者へキャンセル料を支払うも

のとします。ただし、体調や容態の急変など、やむを得ない事情がある場合は、

キャンセル料は不要とします。 

 

（利用料の変更） 

第６条 事業者は、介護保険法その他関係法令、市町村の要綱等の改正により、

利用料の利用者負担金に変更が生じた場合には、利用者に対し速やかに変更の時

期及び変更後の金額を説明の上、変更後の利用者負担金を請求することができる

ものとします。ただし、利用者は、この変更に同意することができない場合に

は、本契約を解約することができます。 

 

（利用料の滞納） 

第７条 利用者が正当な理由なく事業者に支払うべき利用者負担金を２ヶ月分以

上滞納した場合は、事業者は、利用者に対し、１ヶ月以上の猶予期間を設けた上

で支払い期限を定め、当該期限までに滞納額の全額の支払いがないときはこの契

約を解約する旨の催告をすることができます。 

２ 事業者は、前項の催告をした場合には、担当の地域包括支援センター及び利用

者が住所を有する市町村等と連絡を取り、解約後も利用者の健康や生命に支障の

ないよう、必要な措置を講じます。 

３ 事業者は、前項の措置を講じた上で、利用者が第１項の期間内に滞納額の支払

いをしなかったときは、文書をもって本契約を解約することができます。 



 

 

（利用者の解約権） 

第８条 利用者は、７日以上の予告期間を設けることにより、事業者に対しいつ

でもこの契約の解約を申し出ることができます。この場合、予告期間満了日に契

約は解約されます。 

２ 利用者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前項の規定にかかわらず、

予告期間を設けることなく直ちにこの契約を解約できます。 

(1) 事業者が、正当な理由なく本契約に定めるサービスを提供せず、利用者の請

求にも関わらず、これを提供しようとしない場合。 

(2) 事業者が、第 12 条に定める守秘義務に違反した場合 

(3) 事業者が、利用者の身体・財産・名誉等を傷つけ、または著しい不信行為を

行うなど、本契約を継続しがたい重大な事由が認められる場合 

 

（事業者の解約権） 

第９条 事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、文書により２週間以

上の予告期間をもって、この契約を解約することができます。 

(1) 利用者が故意に法令違反その他著しく常識を逸脱する行為をなし、事業者の

再三の申し入れにもかかわらず改善の見込みがなく、本契約の目的を達するこ

とが著しく困難となった場合 

(2) 利用者が事業者の通常の事業（又は送迎）の実施地域外に転居し、事業者に

おいてサービスの提供の継続が困難であると見込まれる場合 

２ 事業者は、前項によりこの契約を解約する場合には、担当の地域包括支援セン

ター及び必要に応じて利用者が住所を有する市町村等に連絡を取り、解約後も利

用者の健康や生命に支障のないよう、必要な措置を講じます。 

 

（契約の終了） 

第１０条 次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約は終了します。 

(1) 第２条第２項に基づき、利用者から契約更新しない旨の申し出があり、契約

期間が満了した場合 

(2) 第８条第１項に基づき、利用者から解約の意思表示がなされ、予告期間が満

了した場合 

(3) 第６条もしくは第８条第２項に基づき、利用者から解約の意思表示がなされ

た場合 

(4) 第７条に基づき、事業者から解約の意思表示がなされた場合 

(5) 第９条に基づき、事業者から解約の意思表示がなされ、予告期間が満了した

場合 

(6) 利用者が介護保険施設へ入所した場合 

(7) 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防小規模多機能型居宅介

護、又は介護予防認知症対応型共同生活介護を受けることとなった場合 



 

(8) 利用者の要介護状態区分が要介護となった場合 

(9) 利用者の要介護状態区分が自立となった場合で、かつ、基本チェックリスト

に基づく事業対象者に該当しない場合 

(10) 利用者が死亡した場合 

 

（損害賠償） 

第１１条 事業者は、サービスの提供にあたり、利用者又は利用者の家族の生命・

身体・財産に損害が発生した場合は、速やかに利用者又は利用者の家族に対して

損害を賠償します。ただし、当該損害について事業者の責任を問えない場合はこ

の限りではありません。 

２ 前項の義務履行を確保するため、事業者は損害賠償保険に加入します。 

３ 利用者又は利用者の家族に重大な過失がある場合、賠償額を減額することがで

きます。 

 

（守秘義務） 

第１２条 事業者及び事業者の従業者は、サービスの提供にあたって知り得た利用

者又は利用者の家族の秘密及び個人情報について、正当な理由がない限り、契約

中及び契約終了後においても、第三者には漏らしません。 

２ 事業者は、事業者の従業員が退職後、在職中に知り得た利用者又は利用者の家

族の秘密及び個人情報を漏らすことがないよう必要な措置を講じます。 

３ 事業者は、利用者及び利用者の家族の個人情報について、利用者の介護予防サ

ービス計画立案のためのサービス担当者会議並びに地域包括支援センター及び介

護予防サービス事業者との連絡調整において必要な場合に限り、必要最小限の範

囲内で使用します。 

４ 第１項の規定にかかわらず、事業者は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に

対する支援等に関する法律（平成 17 年法律 124 号）に定める通報ができるもの

とし、その場合、事業者は秘密保持義務違反の責任を負わないものとします。 

 

（苦情処理） 

第１３条 利用者又は利用者の家族は、提供されたサービスに苦情がある場合は、

「契約書別紙（兼重要事項説明書）」に記載された事業者の相談窓口及び関係機

関に対して、いつでも苦情を申し立てることができます。 

２ 事業者は、提供したサービスについて、利用者又は利用者の家族から苦情の申

し出があった場合は、迅速かつ適切に対処し、サービスの向上及び改善に努めま

す。 

３ 事業者は、利用者が苦情申立を行った場合、これを理由としていかなる不利益

な扱いもいたしません。 

 

 



 

（サービス内容等の記録の作成及び保存） 

第１４条 事業者は、サービスの提供に関する記録を整備し、完結の日から５年間

保存します。 

２ 利用者及び利用者の後見人（必要に応じ利用者の家族を含む）は、事業者に対

し、いつでも前項の記録の閲覧及び複写を求めることができます。ただし、複写

に際しては、事業者は利用者に対して、実費相当額を請求できるものとします。 

３ 事業者は、契約の終了にあたって必要があると認められる場合は、利用者の同

意を得た上で、利用者の指定する他の介護予防支援事業者等へ、第１項の記録の

写しを交付することができるものとします。 

 

（契約外条項） 

第１５条 本契約に定めのない事項については、介護保険法その他関係法令、市町

村の要綱等の定めるところを尊重し、利用者及び事業者の協議により定めます。 

  



 

 

以上のとおり、通所型サービスＡ（緩和した基準によるによるサービス）に関す

る契約を締結します。 

上記契約を証明するため、本書２通を作成し、利用者及び事業者の双方が記名・

押印の上、それぞれ１部ずつ保有します。 

 

 

平成  年  月  日 

 

（利用者）私は、この契約内容に同意し、サービスの利用を申し込みます。 

 

利 用 者 住 所 

 氏 名 印 

 

（代理人）私は、利用者本人の契約の意思を確認の上、本人に代わり、上記署名

を行いました。 

署名代行者 住 所 

 氏 名 印 

 本人との続柄 

 

（事業者）私は、利用者の申込みを受諾し、この契約書に定める各種サービス

を、誠実に責任をもって行います。 

事 業 者 住 所 

 事業者（法人名） 

 代表者職・氏名 印 

 

（立会人）私は、（※利用者との続柄）として、この契約に立ち会いました。 

 住 所 

 氏 名 印 

 

 

 

 

  



 

 

モスコーラデイホーム通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービ

ス） 

契約書別紙（兼重要事項説明書） 

 

あなた（利用者）に対するサービスの提供開始にあたり、市町村要綱等の規定に基づき、当

事業者があなたに説明すべき重要事項は、次のとおりです。 

 

１．事業者（法人）の概要 

事業者の名称 社会福祉法人平成福祉会 

法人の所在地 新潟県長岡市平１丁目３番６０号 

法人の種別 社会福祉法人 

代表者名 理事長 佐藤 邦栄 

連絡先 電話番号：（0258)51-5005 FAX：(0258)52-5553 

２．事業所の概要 

施設の名称 モス・コーラ デイホーム通所サービス A 

施設の所在地 小千谷市大字桜町３１４６番地２ 

管理者 松﨑 貴昭 

連絡先 電話番号：（0258）86-7072  FAX：（0258）86-7750 

事業の種類 通所サービス A 

利用定員 利用定員３名 

指定年月日・指定番

号 

平成 29 年 6 月 1 日  指定番号 1590800106 

 

３．事業の目的と運営の方針 

事業の目的 

要支援状態等にある利用者が、その有する能力に応じ、可能な限り居宅

において自立した日常生活を営むことができるよう、生活の質の確保及び

向上を図るとともに、安心して日常生活を過ごすことができるよう、サー

ビスを提供することを目的とします。 

運営の方針 
事業者は、利用者の心身の状況や家庭環境等を踏まえ、介護保険法その

他関係法令、市町村の要綱等及びこの契約の定めに基づき、関係する市町

村や事業者、地域の保健・医療・福祉サービス等と綿密な連携を図りなが



 

ら、利用者の要支援状態等の軽減や悪化の防止、若しくは、要介護状態と

なることの予防のため、適切なサービスの提供に努めます。 

 

  

４．提供するサービスの内容 
通所型サービスＡは、事業者が設置する事業所に通っていただき、生活等に関する相談及び

助言、健康状態の確認やその他利用者に必要な日常生活上の世話やレクリエーションの提供等

を行うことにより、利用者の心身機能の維持並びに利用者の家族の身体的、精神的負担軽減を

図るサービスです。 

 

５．営業日時 

営業日 月曜日～日曜日。ただし 1月 1日と 1月 2 日までは除く。 

営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分まで 

サービス 

提供時間 

午前９時００分から午後４時００分まで 

 

 

６．事業所の職員体制 

従業者の職種 勤務の形態・人数 

従事者（市町村が認める研修修了者） 常勤 ６人、  非常勤 ２人 

 

７．サービス提供の責任者 

あなたへのサービス提供の管理責任者（管理者）及び担当職員は下記のとおりです。 

サービス利用にあたって、ご不明な点やご要望などありましたら、何でもお申し出くださ

い。 

管理責任者の氏名 管 理 者 松﨑 貴昭 

担当職員の氏名 従 事 者 山田 夢子 

 

８．利用料 

あなたがサービスを利用した場合の「基本利用料」は以下のとおりであり、あなたからお支

払いいただく「利用者負担金」は、原則として基本利用料の１割（一定以上の所得のある方は

２割）の額です。ただし、介護予防サービス費等の支給限度額を超えてサービスを利用する場

合、超えた額の全額をご負担いただきます。 

 

 

 



 

（１）通所型サービスＡの利用料 

【基本部分】 

サービスの内容 
基本利用料 
※（注１）参照 

利用者負担金（自己

負担１割の場合）（＝

基本利用料の１割） 

※（注１）参照 

通所型独自 

サービス１ 

回数 

通所型サービスＡを１週間に１回程度利用した

場合（１回につき）※１月の中で全部で４回まで 

【要支援１・事業対象者】 

３，４９０円 ３４９円 

通所型独自 

サービス２ 

回数 

通所型サービスＡを１週間に２回程度利用した

場合（１回につき）※１月の中で全部で５回から

８回まで 

【要支援２・事業対象者】 

３，５８０円 ３５８円 

 

（注１）上記の基本利用料は、市町村が要綱等で定める金額であり、これが改定された場合

は、これら基本利用料も自動的に改定されます。なお、その場合は、事前に新しい基本利用

料を書面でお知らせします。 

（注２）前ページ本文にも記載のとおり、介護予防サービス費等の支給限度額を超えてサービ

スを利用する場合は、超えた額の全額をご負担いただくこととなりますのでご留意くださ

い。 

【加算】 

以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

加算の種類 加算の要件 

加算額 

基本利用料 

利用者負担金

（自己負担１

割の場合） 

若年性認知症 

利用者受入加算 

若年性認知症利用者へサービス提供した場合 

（１月につき） 
２，４００円 ２４０円 

生活機能向上 

グループ活動加算 

利用者へ日常生活上の支援のための活動を行っ

た場合（１月につき） 

※ただし、運動器機能向上加算・栄養改善加算・口腔機能向

上加算のいずれかを算定している場合は算定しない。 

１，０００円 １００円 

運動器機能向上 

加算 

利用者へ個別的な機能訓練等の運動器機能向上

サービスを行った場合（１月につき） 
２，２５０円 ２２５円 

栄養改善 

加算 

利用者へ栄養食事相談等の栄養改善サービスを

行った場合（１月につき） 
２，０００円 ２００円 

口腔機能向上 

加算（Ⅰ） 

利用者へ口腔清掃指導や摂食、嚥下機能訓練等

の口腔機能向上サービスを行った場合（１月に

つき） 

 

１，５００円 １５０円 



 

一体的サービス提

供加算（Ⅰ） 
利用者へ選択的サービスのうち複数のサービス

を行った場合（１月につき）。 
４，８００円 ４８０円 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅰ） 当該加算の体制・

人材要件を満たす

場合※(注) 

（１月につき） 

※加算Ⅰイ、加算Ⅰロ又

は加算Ⅱのいずれか

１つを算定する。 

要支援１・事業対象者 ８８０円 ８８円 

要支援２・事業対象者 １，７６０円 １７６円 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅱ） 

要支援１・事業対象者 ７２０円 ７２円 

要支援２・事業対象者 １，４４０円 １４４円 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅲ） 

要支援１・事業対象者 ２４０円 ２４円 

要支援２・事業対象者 ４８０円 ４８円 

中山間地域等に 

居住する者への 

サービス提供加算 

中山間地域等（＝新潟県の場合は全域）におい

て、通常の事業の実施地域以外に居住する利用

者へサービス提供した場合 ※(注) 

１月の利用料金 

（基本部分＋ 

 延長加算） 

の５％ 

左記額の１割 

介護職員 

処遇改善加算Ⅰ 

当該加算の算定要件を満たす場合 ※(注) 

※加算Ⅰ～Ⅳのいずれか１つを算定する。 

１月の利用料金 

（基本部分＋ 

 各種加算減

算） 

の９．２％ 

左記額の１割 

介護職員 

処遇改善加算Ⅱ 

１月の利用料金 

（基本部分＋ 

 各種加算減

算） 

の９．０％ 

介護職員 

処遇改善加算Ⅲ 

１月の利用料金 

（基本部分＋ 

 各種加算減

算） 

の８．０％ 

介護職員 

処遇改善加算Ⅳ 

１月の利用料金 

（基本部分＋ 

 各種加算減

算） 

の６．４％ 

注）当該加算は区分支給限度額の算定対象からは除かれます。 

  



 

【減算】 

以下の要件を満たす場合、上記の基本部分から以下の料金が減算されます。 

減算の種類 減算の要件 

減算額 

基本利用料 

利用者負担金

（自己負担１

割の場合） 

事業所と同一建物に

居住する利用者への

サービス提供減算 

当該減算の要件に該当した場合 

（１回につき） 
９，４００円 ９４円 

（２）その他の費用 

食費 食事の提供を受けた場合、１回につき７４０円の食費をいただきます。 

おむつ代 おむつの提供を受けた場合、実費をいただきます。 

その他 

上記以外の日常生活において通常必要となる経費であって、利用者負担が適当と

認められるもの（利用者の希望によって提供する日常生活上必要な身の回り品な

ど）について、費用の実費をいただきます。 

（３）キャンセル料 

利用予定日の直前にサービス提供をキャンセルした場合は、以下のとおりキャンセル料をい

ただきます。ただし、あなたの体調や容体の急変など、やむを得ない事情がある場合は、キャ

ンセル料は不要とします。また、利用料が月単位の定額の場合は、キャンセル料は不要としま

す。 

キャンセルの時期 キャンセル料 

利用予定日の前日 なし 

利用予定日の当日 利用者負担金の１０％の額 

（注）利用予定日の前々日までのキャンセルの場合は、キャンセル料は不要です。 

（４）支払い方法 

上記（１）から（３）までの利用料（利用者負担分の金額）は、 サービスを利用した月毎

にまとめた上で、サービスを利用した月の翌月の１０日をめどに請求書を発行します。 

事業所指定の金融機関からの自動引き落としでお支払いください。引き落とし日は、２５日

になります。また、引き落としにかかる手数料８３円は利用者の負担となります。 

９．緊急時における対応方法 

緊急搬送時は、原則として、モス・コーラデイホーム職員が緊急車輌に同乗して病院まで行

きますが、病院でご家族に引き継いだ後、職員は事業所へ戻ることとさせていただきます。

尚、受診結果につきましては連絡をしてくださるようお願いいたします。受診の結果、帰宅し

ても良いとなった場合、ご家族の責任においてご自宅までお戻りいただきます。（介護タクシ

ーご利用の場合は実費となります。） 



 

 

１０．事故発生時の対応 

サービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに利用者の家族、担当の地域包括支援

センター（又は介護支援専門員）及び市町村等へ連絡を行うとともに、必要な措置を講じま

す。 

 

１１．苦情相談窓口［サービス内容に関する苦情・相談の窓口］ 

１ 当事業所お客様相談・苦情受付窓口 （受付時間：月～金 ８：３０～１７：１５） 

苦情受付担当者：松﨑 貴昭     苦情解決責任者：杵渕 浪子   

電話番号：０２５８－８６－７０７２ 

２ その他  
   当事業所以外に、市町村の相談窓口等に苦情を伝えることができます。 
  市町村：小千谷市役所  福祉課  介護保険係 ：０２５８－８３－３５１７ 
  新潟県国民健康保険団体連合会 介護サービス相談室：０２５－２８５－３０２２ 

１２．サービスの利用にあたっての留意事項 

サービスのご利用にあたってご留意いただきたいことは、以下のとおりです。 

（１）サービスの利用中に気分が悪くなったときは、すぐに職員にお申し出ください。 

（２）複数の利用者の方々が同時にサービスを利用するため、周りの方のご迷惑にならないよ

うお願いします。 

（３）体調や容体の急変などによりサービスを利用できなくなったときは、できる限り早めに

担当の地域包括支援センター（又は介護支援専門員）又は当事業所の担当者へご連絡くだ

さい。 

 

１３ 虐待防止について 

  事業所は、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行

うとともに、従業者に対し研修を実施する等の措置を講ずるよう努めます。 

 

１４ 感染症対策の強化 

  感染症の発生及びまん延等に関する取り組みの徹底を求める観点から、委員会

の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等を行いま

す。 

 

１５ 事業継続に向けた取り組み 

  事業者は感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続

的に提供できる体制を構築する観点から、業務継続に向けた計画等の策定、研修

の実施、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等を行います。 



 

 

令和 年 月 日 

 

 

 

 

 

事業者は、利用者へのサービス提供開始にあたり、上記のとおり重要事項を説明しました。 

 

 

事 業 者 所在地 

 

 事業者（法人）名 

 

 代表者職・氏名 印 

 

 説明者職・氏名 印 

 

 

 

私は、事業者より上記の重要事項について説明を受け、同意しました。 

また、この文書が契約書の別紙（一部）となることについても同意します。 

 

 

利 用 者 住 所 

 

 氏 名 印 

 

 

署名代行者（又は法定代理人） 

 

 住 所 

 

 本人との続柄 

 

 氏 名 印 

 

 

立 会 人 住 所 

 

 氏 名 印 

 

 

 


